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Ⅰ．はじめに
本研究の目的は，保護者の学校信頼に対する保護者

ネットワークの効果を明らかにすることである。今日，

日本の学校組織において，保護者との信頼関係の構築は

重要関心事であり，多くのエネルギーが投入されている。

実践レベルでの関心を背景に，ここ数年，日本におい

ても，学校組織を対象とする信頼の実証研究が進められ

てきた。信頼の決定要因については，特に，学校と保護

者とのコミュニケーション過程に焦点をあてた研究が多

く，また，家庭の経済的特性や家族構成特性の影響につ

いても，多くの研究において言及されている（Ⅱを参照）。

本研究では，従来の信頼研究のモデルにはほとんど認め

られない視点である保護者ネットワークを主要な決定要

因として位置づけた分析モデルを設定する。保護者相互

あるいは保護者と地域住民との紐帯の程度が，保護者の

学校に対する関わり方に重要な影響を与えると我々は予

測している。もしも，この仮説が妥当であるならば，学

校組織における信頼構築戦略は，若干の変更を迫られる

こととなる。つまり，信頼構築のためには，学校－保護

者間の紐帯づくりに加えて，保護者相互あるいは保護者

と地域との紐帯づくりを視野に入れた取り組みが必要と

なる。この場合の信頼構築戦略は，学校組織単独では遂

行困難である。社会教育分野を含めた教育委員会の支援，

あるいは都市計画や町づくりを含めた部局の支援が必要

となるであろう。本研究の成果は，学校組織はもちろん

のこと，教育委員会や自治体の政策形成に対しても示唆

を与えるであろう。

Ⅱ．研究課題と分析モデルの設定
１．学校信頼の概念

信頼は学校組織の存立基盤である。今日，「信頼され

る学校づくり」が多くの学校でビジョンとして掲げられ

ている。保護者との信頼構築は，各学校組織にとっての

最重要課題のひとつである。それでは，なぜ「信頼」が

重要なのであろうか。それは，信頼が社会システムにお

ける潤滑油として機能するため，監督や行動統制にか

ける時間的コストを縮減できるからである。協力関係

を促進する機能，秩序を維持する機能，組織や社会のパ

フォーマンスを高める機能等も信頼の効用として指摘さ

れている（Adams, Forsyth, & Mitchell, 2009; Hoy & 

Tschannen-Moran, 1999; Luhman, 1973）。

また，近年注目されているソーシャル・キャピタル論

（たとえば， Coleman, 1988; 稲葉， 2007; Putnam, 2000

等）では，信頼を社会における関係資本とする視点を提

示している。社会関係資本としての信頼が縮減すること

によって，保護者及び教員は，多様な局面での心理的・

時間的コストの増幅と秩序機能の低下を経験する。たと

えば，学校生活・学習指導面での不安という心理的コス

トの増幅，学校の教育活動に対する監視コストの増幅，

相互不信によるトラブルの多発，非協力的な反応の増加

による教育活動の停滞，学校組織活動の質や生産性の低

下等である。信頼崩壊がもたらす負の効果をイメージす

ると，公立学校改革における信頼構築（＝社会関係資本

の増幅）への焦点化は，極めて妥当な選択であるといえ

よう。

信頼構築効果は，心理学的アプローチによっても明ら

かにされている（Adams & Christenson, 2000）。すな

わち，学校と保護者との間に高信頼関係が形成されてい

る場合，保護者は学校（教員）の行動をポジティブな点

に焦点をあてて解釈する傾向がある。また，長期的視点

から相手の行動を捉えようとする。そして，ネガティブ

な行動は，重要な情報として判断されない。これとは逆
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頼（individual trust）」と，学校組織全体に対する「集

合的信頼（collective trust）」に区分することができる

（Forsyth, Adams, & Hoy, 2011）。学校組織は全体と部

門から構成されている。「この学校は信頼できるが，担

任は信頼できない」。「担任は信頼できるが，学校は信頼

できない」。このように，組織を対象とする信頼研究では，

全体と部門で相手からの信頼の程度が異なるという現象

が生じる。しかし，個別的信頼と集合的信頼は，完全に

離散しているのではなく，相関関係にある。信頼に欠く

担任を配置し，手を打たないことで不信感は個人から学

校全体へと拡散する。また，学校全体に対して不信感を

抱き続けることで，学校をネガティブな思考で解釈する

習慣がつくと，担任の行動についてもネガティブな思考

で捉えてしまう。学校経営実践では，主として集合的信

頼の構築がマネジメントの対象であり，したがって，本

研究ではこちらに焦点をあてた上で研究を進める。

本研究では，信頼を文脈依存的な概念として捉えた上

で，学校という場における信頼，すなわち「学校信頼」

に焦点をあてる。これは，上の信頼概念の整理区分でい

うところの「関係的信頼」と「集合的信頼」に相当する。

したがって，学校信頼とは，保護者による組織としての

学校に対する期待と協力についての態度であると定義で

きる。

２．学校信頼の決定要因

それでは，保護者による学校信頼はどのようにして形

成されるのか。この研究課題を対象とした先行研究では，

以下の４つの視点から分析・検討が行われている。

第１は，学校・教員と保護者とのコミュニケーション

満足度である（Adams & Christenson, 2000）。コミュ

ニケーション満足度はコミュニケーション頻度と比較的

強い正の相関を有しているため，コミュニケーションの

頻度を高めることが満足度の向上に結合する。コミュニ

ケーション（相互作用）過程の質も，もちろん重要で

ある。Hoy & Tschannen-Moran（1999）では，以下の

５つのコミュニケーション過程における行為の知覚を

通して信頼が形成されることを指摘している。すなわ

ち，職務遂行において必要な能力を相手が有している

か（「有能性（competence）」）。相手に対して正直で丁

寧な態度を示しているかどうか（「誠実性（honesty）」）。

に，低信頼関係となっている場合，保護者は相手の行動

をネガティブなものとして捉え，また，関わりを持つこ

とに消極的となるのである。

それでは，本書の主題である「信頼」とは何であろうか。

一般的には，「不確実な状況下において，自分が抱いて

いる諸々の（他者あるいは社会への）期待をあてにする

こと（Luhman, 1973, 邦訳p.1）」「信用可能な他者・集団・

組織の言葉・行為・約束に対する一般的な期待（Hoffman, 

Sabo, Bliss, & Hoy, 1994, p.485）」等の定義がある。信

頼概念については，この他にもいくつか定義が示されて

いる（たとえば，Baier, 1986 ; Rotter, 1980等）。いず

れの定義も，不確実性が存在する状況下において，他者・

集団の行為を認知した結果として形成される「他者・集

団に対する期待感」に焦点を置くことで共通している。

しかしながら，公立学校組織（特に小・中学校）に対

する保護者の信頼を「期待感」に限定し理解することに

は問題がある。「期待感」に焦点をあてた定義では，生

活習慣等の家庭で為すべきことも含めて学校に期待する

保護者も，学校を信頼している保護者となる。こうした

保護者は，学校を「信頼」している保護者であるという

よりも，学校に「依存」している保護者であると解釈で

きる。小・中学校の場合は，学校と保護者との信頼関係

とは，保護者からの委託内容（期待）を学校が履行（応

答）する「契約的信頼（contractual trust）」（Bryk & 

Schneider, 2002）では説明困難である。「契約的信頼」

の概念では，民間のサービス産業と同様，保護者（顧客）

は期待を提示する側であり，学校（業者）は期待に応え

る側として関係が規定される。

保護者と学校が相互依存関係にある公立小・中学校で

は，「契約的信頼」ではなく，「関係的信頼（relational 

trust）」（Bryk & Schneider, 2002）として捉える方が妥

当である。これは，共通の目標に向けて，互いに期待感を持

つとともに，協力的態度で接する関係を示す。小・中学

校という場では，相手に対する期待感と共に相手に対す

る協力的態度が信頼の構成要素であると考えられる（1）。

そして，学校と保護者の信頼は，「一般的に人は信じ

られるものだ」とする，いわゆる「一般化信頼（general 

trust）」とは異なる。信頼の対象や文脈が限定される「特

定化信頼（particularized trust）」である。学校組織の

場合，特定化信頼は，担任教員個人に対する「個別的信
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が発生している学校では，教員－保護者間の信頼関係が

低下する傾向が認められている。また，アフリカ系の構

成比率が高い学校では，教員－保護者間の信頼関係が低

下している実態も明らかにされている。人種と信頼との

関係が，明らかにされているのである。この点とかかわっ

て，Tschannen-Moran（2004）は，成員が類似の価値

規範を共有していると個人が認知する場合，その個人は

成員を信頼する傾向にあることを指摘している。これら

の研究では，人種・民族構成の多様性が，信頼関係を脆

弱化させるという厳しい現実が明らかにされている。

３．保護者ネットワーク

従来の学校信頼研究では，学校と保護者との相互関係，

あるいは双方の属性に焦点があてられてきた。しかし，

保護者による学校への信頼的態度は，学校－保護者間の

閉じた関係によってすべてが決まるわけではない。学校

－保護者間の関係に加えて，保護者相互の関係（保護者

間ネットワーク）や保護者と地域社会との関係（地域ネッ

トワーク）等の様々な単位でのつながり（紐帯）によっ

て影響を受けることが予測される。

（１）保護者間ネットワーク

保護者間ネットワークの教育効果については，

Coleman（1988）以降，多くの研究成果が報告されて

いる。Coleman（1988）が注目したのは，保護者が子

どもの友達の保護者を互いに認知し合っている「世代間

閉鎖性（intergenerational closure）」という状態であ

る。宗教的コミュニティによって世代間閉鎖性が高めら

れているカトリック系学校では，他の形態の学校よりも

中退率が低いことをColeman（1988）は指摘している。

この他にも，Teachman, Paasch, & Carver（1997）は

世代間閉鎖性と高校中退の関係を，また，Carbonaro

（1998）は世代間閉鎖性の強い学校における退学抑制

効果を，それぞれ明らかにしている。一方，Hoover-

Dempsy, Bassler, & Brissie（1987）は，保護者間ネッ

トワークにおいて流通する情報の質に着目した研究を展

開している。すなわち，保護者間ネットワーク内では，

子どもの教育についての有意義な情報が流通しており，

学校の指導方針や教員・友達に関する決定的な情報を得

ることができる点を指摘している。また，保護者間ネッ

トワークによる学力向上効果についても，既に検証され

相手のためになることをしようとしているか（「善意性

（benevolence）」）。学校情報を開示し，率直かつオープ

ンなコミュニケーションをとろうとしているか（「公開

性（openness）」）。状況処理における判断や言動が一貫

性をもっているか（「一貫性（reliability）」）である。露

口（2008）では，Hoy & Tschannen-Moran（1999）の

モデルを参考とした学校信頼の決定要因分析を実施して

いる。分析の結果，たとえば小学校では，誠実性，有能性，

そして充実性（PTA活動や学校行事場面での保護者の充

実感）の３変数が学校信頼の決定要因として析出されて

おり，学校信頼の46%を説明している。日本においても，

学校信頼の向上のためには，学校と保護者との日常的な

対話や相互作用が重要である点が示唆されている。

第２は，児童生徒の出席・成績の状況（Adams & 

Christenson, 2000）や学校への所属意識（Adams et al, 

2009）等の児童生徒の学校・学習適応状況である。こ

れら分析結果は，学校組織として学力水準等の一定の成

果をあげることが，学校信頼につながることを示唆して

いる。ただし，露口（2008）では，国語と算数の学力

向上（１年間の変容度）は，学校信頼に結びついていな

いとする結果が示されている。学力向上が学校だけでな

く，塾の影響を受けるため，保護者は我が子の学力向上

を，学校への信頼に直接帰属しないものと解釈できる。

第３は，家庭の経済的特性（Goddard, Tschannen-

Moran, & Hoy, 2001）や家族構成特性（露口， 2009）

である。家庭の厳しい経済状況は生徒の低学力水準と結

びつきやすい。そのため，経済的階層が相対的に低位の

地域では，教員・保護者・生徒が低学力の責任の所在に

ついて非難しあう傾向が認められる。その結果，相互の

信頼関係を損ない，学力水準をさらに低下させる負のス

パイラルに陥る点が，Goddard et al.（2001）では示唆

されている。また，露口（2009）では，一人親家庭や

母親就労といった家族構成特性が，学校に関わる時間的

余裕を抑制し，保護者間や地域内での孤立につながりや

すいことを明らかにしている。子どもが学校・学習に適

応している場合は依存傾向の関与態度となり，適応して

いない場合は回避傾向の態度をとりやすいことが指摘さ

れている。

第４は，教員間の人種的葛藤や児童生徒の人種構成で

ある（Bryk & Schneider, 2002）。教員間で人種的葛藤
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1997），転校は，「階層と地域ネットワーク」あるいは「階

層と教育効果」の調整要因として理解することができる。

一方，Putnam（2000）の研究では，地域ネットワー

クに相当する指標として，地域組織への所属数や参加頻

度，地域や学校の公的会合への出席率，ボランティア参

加回数等が設定されている。地域組織への所属や地域活

動への参加という視点から，地域ネットワークを捉えて

いる。保護者を含めた住民による地域・市民活動への参

加が活性化している地域では，子ども達の地域・市民活

動参加も促進され，市民性が涵養される効果が認められ

ている（Kahne & Sporte, 2008）。また，保護者による

地域組織への加入，地域組織での活動，宗教ボランティ

アへの参加が子どもの学業成績に正の影響を及ぼすこと

も明らかにされている（Croll, 2004）。

以上の先行研究に認められるように，地域ネットワー

クと教育効果の関係については複数の研究において言及

されている。ただし，地域ネットワークと学校信頼の関

係については未だ言及・解明されていない。地域ネット

ワークと学校信頼の関係を解明する上で，家庭の転居・

転校の状況，地域の諸行事に対する参加状況に着目する

ことが必要であることが先行研究より示唆されている。

４．保護者ネットワークと学校信頼－分析モデルのデザ

イン－

保護者による学校信頼の決定要因を分析対象とする

場合の焦点は，学校と保護者とのコミュニケーション

関係であった（Adams & Christenson, 2000; Hoy & 

Tschannen-Moran, 1999; 露口， 2008等）。双方のコミュ

ニケーションを通して形成される相手に対する肯定的評

価が，信頼の重要な決定要因であることが，これらの先

行研究に示されている。

保護者ネットワークについては，これが学力向上や退

学抑制等の教育効果に対する効果を有していることは明

らかにされているものの，「学校信頼」に及ぼす影響に

ついてはそれほど言及されていない。日本において，保

護者による学校信頼の獲得は，学力向上等の教育効果に

匹敵する重要な学校経営の成果指標である。学校信頼を

成果指標として設定し，学校信頼の決定要因を探究する

ことで，「信頼される学校づくり」のプロセスと方法に

ついての示唆を提供することが可能であると我々は考え

ている（Desimon, 1999）。

このように，保護者間ネットワークは，それに参加す

る者の間で有用な知識・情報を共有し，協力的規範と相

互信頼を形成することで，子どもの中退率の抑制や学力

向上に対して効果を及ぼしている。しかし，保護者間ネッ

トワークは，特にミドルクラスで生じやすい現象であ

ることが一方で指摘されている（Horvat, Weininger, & 

Lareau, 2003）。保護者間ネットワークの教育効果は高

SES（socio-economic status）の家庭において認められ

る傾向が強く，低SESの家庭では出現が相対的に困難で

あるという。もちろん，低SESの家庭においても，保護

者間ネットワークが形成されることもある。しかし，低

SESの家庭を中心とするネットワークにおいては，子ど

もの教育に対する関心が高くない傾向があり，宿題の管

理等についての有用な情報や問題解決の支援となるよう

な情報が得られにくいことも指摘されている（Delgado-

Gaitan, 1992）。

これらの先行研究には，保護者間ネットワークと学校

信頼の関係を解明する上で，保護者相互が知り合いであ

るかどうかの視点とともに，保護者間において流通する

情報の質にも着目すべきことが示唆されている。

（２）地域ネットワーク

また，Coleman（1998）らは，地域ネットワーク，

すなわち，保護者の地域社会との結びつきが，教育効果

（中退率抑制）に影響を及ぼすことを強調している。地域

ネットワークの代理指標は転居（Aston & McLanahan, 

1994; Hofferth et al., 1998; Swanson & Schneider, 

1999）や転校（Furstenberg & Hughes, 1995; Smith, 

Beaulieu, & Israel, 1992; Swanson & Schneider, 1999; 

Tucker, Marx, & Long, 1998）の回数である。これらの

研究では，住民移動が少ない地域では，社会的紐帯も強

化されやすいという仮定に立脚している。ただし，転居

や転校による負の効果は，すべての家庭において同様に

出現するのではなく，家族構成による影響を受けること

がこれまでに判明している。すなわち，両親がそろって

いる家庭では，転校が問題行動につながるリスクは小さ

いが，それ以外の家庭（一人親，再婚家庭等）では，転

校は問題行動を誘発しやすい（Tucker et al., 1998）。ま

た，転校の回数は，再婚家庭，母親離婚家庭，父子家

庭において多くなることを鑑みると（Teachman et al., 
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るものではない。保護者が学校に協力的な態度で関与し

たとしても，学校側の実践に大きな問題がある場合（例

えば，教員の指導を理由とする学級の荒れ等）は，期待

感にはつながらない。Horvat et al.（2003）は，教員の

不適切な指導に対してミドルクラスの保護者は集団によ

る批判行動を選択しやすいことを指摘しているが，この

行動様式は日本にも適用できよう。保護者間のネット

ワークは，協力的態度の促進には高い確率で貢献するで

あろうが，期待感に対してはそれほど寄与しないことが

予測される。

本研究では，学校信頼を期待と協力の視点から操作し，

これらに対する保護者ネットワークの効果を検証する。

分析モデルの構築においては，特に次の２点に配慮する。

第１は，統制変数の設定である。学校規模等の学校属

性変数はもちろん，校区における保護者の経済状況や家

族構成状況，学校と保護者との相互作用を通して形成さ

れる学校に対する肯定的評価等をコントロールする。

第２は，集団レベルの変数をモデルに組み込むことで

ある。保護者ネットワークには，それを社会関係資本と

して捉えると，集団レベルの変数としてこれを扱い，校

区における蓄積・醸成の程度を測定する方法がある。ま

た，個人による保護者ネットワークへのアクセス状況を

測定する場合は，個人レベル変数として扱うこととなる。

学校信頼は，保護者ネットワークの集団レベル変数に

よって規定されるのか，それとも個人レベル変数によっ

て規定されるのであろうか。

Ⅲ．調査デザインとデータ
１．調査デザイン

調査対象はX県A市に所在する全18校（小学校10校； 

中学校８校）である。調査は，平成20年度から平成22

年度にかけて実施された。毎年度２月に実施する保護者

調査とA市教育委員会から提供される資料が主たる調査

データである。

保護者調査（質問紙調査）は，我々が作成した質問

紙を学校単位で配布・回収・集計する手順で実施され

た。平成20年度の保護者調査は，18校3,242名を対象と

して実施され2,253名からの有効回答が得られた（有効

回収率69.5%）。平成21年度は，17校3,046名（１校廃

校）のうち2,336名の有効回答を得られた（有効回収率

ている。

学校組織における保護者ネットワークの態様について

は，先行研究を踏まえると，次のような指標を設定する

ことができる。

すなわち，第１は，ネットワークの世代間閉鎖性であ

る。友人関係にある子ども同士には，保護者同士の相互

認知関係が成立しやすい。すると，保護者間で「子ども

の友達の保護者を知っている」という世代間閉鎖性の状

態が形成される。保護者相互が知り合いであることが，

保護者の学校への関わり方に影響を及ぼすのではないだ

ろうか。

第２は，ネットワークにおける情報の質である。保護

者相互は，閉鎖的ネットワークの中で，頻繁に顔を合わ

せ，様々な情報を交換し，互いに対する期待を形成する。

そして，互いの行動に対する規範が形成され，質の高い

ネットワークが形成される。ネットワークの質を判断す

ることは困難である。しかし，保護者の場合であれば，「子

どもの教育」に関する事柄を相談し合うかどうかは，ネッ

トワークの質の重要な判断基準になるであろう。

第３は，地域行事への参加によるネットワークの橋渡

し現象である。地域行事への参加は，当該保護者と近隣

住民とのつきあいの契機となるであろう。また，保護者

の場合は，この点に加えて，保護者相互の関係を超えた

新たなネットワーク形成の機会となる。同一学年・学級

間でのつながりにとどまらず，学年間を，また，学校種

間を超えたつながりが形成される。保護者相互で重層的

な紐帯を形態している保護者は，学校（教育）に対して

も積極的に関わっているのではないだろうか。

保護者ネットワークに参加し，頻繁に顔をあわせ，情

報の交換・共有と協力的活動を継続することで，お互い

の行動に対する規範と信頼が生まれる。この場合の規範

とは，子ども・学校・地域のために行動するという愛他

的規範であり，互いに支援し協力し合うことに価値を置

く協力的規範であろう。このような肯定的な規範を備え

た保護者集団は，学校に対しても参加的・協力的態度を

示すであろう。ネットワークに参加している多くの保護

者が学校行事やPTA活動に関与し，学校の実態や教員の

努力の様子を理解する。こうして，保護者による学校へ

の期待感は高まると考えられる。

ただし，協力的態度は，学校に対する期待感と一致す
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どもの学校は，着実に改善が進んでいる」である。尺度

は“全くあてはまらない（1）”から“ひじょうにあては

まる（4）”の４件法である。分析においては，３項目の

平均値（個人レベル変数については学校レベル得点によ

るセンタリング処理）を使用した。

校区特性：統制要因として，校区特性を示す７変数を

設定した。平成20年度のA市教育委員会資料より，各学

校単位における共働き家庭率，一人親家庭率，生活保護

家庭率，通塾率を算出し，変数として設定した。また，

平成22年度における学力検査（CRT）の結果についても，

学校単位での国語と算数・数学の対全国比平均を変数と

して設定した（2）。さらに，学級数，学校段階（小学校

＝１ ； 中学校＝０のダミー変数），個人レベル変数を学

校レベルで集約化（平均化）した得点を，校区の特性を

示す変数として，統制要因に設定した。

Ⅳ．分析
本研究では，３つの被説明変数（期待性・協力性・学

校信頼）と15の説明変数を使用している。これら18変

数の記述統計量及び相関マトリクスについては巻末資料

に掲載している。

表１は，スクールコミットメント尺度（17項目）の

因子分析結果（SPSS Base System ver. 19.0）である。

３年間同一母集団でサンプルを採取し続けたが，毎年度，

同一の因子構造が析出されている。第Ⅰ因子は，学習活

動・学校行事・PTA活動等に対する参加的・協力的態度

の程度を示す「協力性」因子である。第Ⅱ因子は，学校・

教員に対する期待感・親密さ・愛着等について態度を示

す「期待性」因子である。2010年度調査のα係数は期

待性（.90）及び協力性（.89）であり，求められる基準

を超えている。信頼性・妥当性の要求水準を満たした尺

度であると言える。

表２は，マルチレベル分析（SPSS Advanced model 

ver. 19.0）の結果である。まずは非標準偏回帰係数（B）

の値について確認する。

期待性に対する効果： 保護者による学校への期待感

は，個人レベルでの学校に対する肯定的評価（B＝.60, 

p＜.01）と相談ネットワークへの参加（B＝.11, p＜.01）

によって規定されていた。学校に対する期待感は，保護

者個人が学校・教員との相互作用の中で，指導力や改善

76.7%）。平成22年度は，3,184名のうち2,427名の有効

回答を得られた（有効回収率76.2%）。

調査データは，各学校単位で分析され，１ヶ月後には

学校管理職にフィードバックされている。A市教育委員

会では，学校管理職や教務主任が集まる研修会において，

保護者調査の分析結果に基づく研修を平成19年度より

実施している。我々は，実践に関与し，限定された区域

内で活用できるデータを生成し，実践の改善に貢献しよ

うとしている。こうした活動の中で深みのある調査デー

タを収集し，数値で現実を記述する方法は，計量的モノ

グラフ（吉川， 2003; 尾嶋， 2001; 露口， 2010等）として

位置づけることができる。

２．調査データ

学校信頼：露口（2007）のスクールコミットメント

尺度18項目のうち，「調査票の自由記述欄には何か書く

ように努めている」を除く17項目を使用した。学校に

対する期待感に関する８項目，協力に関する９項目から

構成されている。表１に示す質問への回答を保護者に対

して求めた。尺度は“全くあてはまらない（1）”から“ひ

じょうにあてはまる（4）”の４件法である。なお，学校

信頼の得点は，その定義に鑑み，期待得点と協力得点の

積を採用している。

保護者ネットワーク：世代間閉鎖性，保護者間の相談

ネットワーク，地域ネットワークの３つの視点から，そ

れぞれ１項目を設定し，保護者に対して回答を求めた。

すなわち，「子どもの友達の親（保護者）は，ほとんど

知っている」「子どもの教育について保護者同士で相談

することがある」「地域行事に，積極的に参加している」

である。尺度は“全くあてはまらない（1）”から“ひじょ

うにあてはまる（4）”の４件法である。分析においては，

“ひじょうにあてはまる（4）”と“ややあてはまる（3）”

の肯定的な回答を「１」，“あまりあてはまらない（2）”

と“全くあてはまらない（1）”の否定的回答を「０」と

するダミー変数を使用している。

学校に対する肯定的評価：学校に対する肯定的評価を，

落ち着いた学校，教員の高い指導力，学校改善の定着の

３つの視点から設定し，保護者に対して回答を求めた。

すなわち，「子どもの学校は，落ち着いたよい学校だと

思う」「子どもの学校の先生は，指導力が高いと思う」「子
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価（B＝.28, p＜.01），世代間閉鎖性（B＝.13, p＜.01），

相談ネットワーク（B＝.23, p＜.01），地域行事参加（B

＝.38, p＜.01）が有意な影響を及ぼしていた。日常的な

相互作用を通して形成される学校への肯定的評価は，協

力的態度に対しても有意な影響を及ぼしていた。学校側

の努力と成果を知覚する保護者には，「学校がこれだけ

頑張っているなら我々も何かしなければいけない」とい

う意識が醸成されるものと解釈できる。保護者ネット

ワーク（世代間閉鎖性・相談ネットワーク・地域行事参

加）に参加している保護者，すなわち，保護者間で紐帯

を形成している保護者は，学校に対する協力的態度も高

くなる。保護者ネットワークに参加し，頻繁に顔をあわ

せ，情報の交換・共有と協力的活動を継続することで，

お互いの行動に対する規範と信頼が生まれる。この場合

の規範とは，子ども・学校・地域のために行動するとい

う愛他的規範であり，互いに支援し協力し合うことに価

値を置く協力的規範であろう。このような肯定的な規範

を備えた保護者集団は，学校に対しても参加的・協力的

態度を示すことが確認されている。

一方，集団レベル変数では，地域行事参加（B＝.80, 

努力についての肯定的イメージを形成する中で向上する

ことが確認された。また，保護者相互の相談ネットワー

クへの参加が，有意な影響を及ぼしていた。子どもの教

育のことについて相談し合う保護者ネットワークは，教

育に対する関心が比較的高い集団によって構成される。

先述したように，相談ネットワークに参加している多く

の保護者が学校行事やPTA活動に関与している。学校・

教員との相互作用経験を通して，学校の実態や教員の努

力の様子を理解し，学校への期待感を高めているものと

解釈できる。

期待性に対しては，集団レベル変数の影響が認められ

ていない。保護者による学校への期待というものは，校

区の経済的状況や家族構成特性等によってほとんど規定

されていない。保護者による学校への期待感は，校区の

経済的状況や家族構成特性等によって直接規定されるも

のではなく，保護者相互の関係をつなぐこと，また，学

校の努力と成果を学校－保護者の相互作用の中で保護者

に知覚してもらうことによって高まるのである。

協力性に対する効果： 保護者の学校に対する協力的態

度については，個人レベル変数としての学校の肯定的評

表１  スクールコミットメント尺度の因子分析結果
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いった集合的要因ではなく，個人がそのネットワークに

参加しているかどうかという個人的要因が，学校信頼を

規定していた。保護者同士のつながりの中にいる。この

ことが，学校信頼と密接にかかわっている。この結果は，

逆に言えば，保護者同士のつながりから乖離している孤

立傾向の保護者は，学校信頼の水準が低い傾向にあるこ

とを示している。

集合レベル変数の効果： 被説明変数に対して統計的に

有意な影響を及ぼしている説明変数は，非標準偏回帰係

数（B）をみると，極めて限定的である。また，ICCの

値も大変小さく，期待性（５％），協力性（０％），学校

信頼（１％）にとどまっている。学校信頼（期待性・協

力性）は，学校の状況よりも個人の在り方によって説明

される要因であることが示されている。

一般的に，校区における経済的状況が厳しかったり，

子どもに手をかけにくい家族構成の家庭が多い場合，信

p＜.05）が協力性に対して正の影響を及ぼしていた（3）。

多くの保護者が地域行事に参加するような校区では，保

護者の学校への協力的態度も高くなることが示されてい

る。

学校信頼に対する効果： 期待性と協力性の積として

求められる学校信頼に対しては，個人レベル変数であ

る学校の肯定的評価（B＝2.21, p＜.01），世代間閉鎖性

（B＝.44, p＜.01），相談ネットワーク（B＝.98, p＜.01），

地域行事参加（B＝1.18, p＜.01）が有意な影響を及ぼ

していた。まず第１に，学校信頼は，日常的な学校・教

員との相互作用によって形成される肯定的評価によって

規定される。これは，Adams & Christenson（2000），

Hoy & Tschannen-Moran（1999），露口（2008）らの

先行研究を追認する結果となっている。第２に，学校信

頼は，保護者のネットワークへの参加状況によって規定

されている。校区におけるネットワークの規模や質と

表２  マルチレベル分析結果
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保護者相互をつなぐという視点は，「信頼される学校

づくり」をビジョンとする学校であっても，示されるこ

とはほとんどない。そうした中で，清田と露口（2011）

では，学級懇談会の中で保護者相互のつながりを，登下

校時の見守り隊の活動を通して保護者相互並びに保護者

と地域とのつながりを形成する実践的方法を提示してい

る。しかし，保護者相互のつながりの重要性に気づき，

改善戦略を進めている学校はそれほど多くはないであろ

う。個人情報保護への過剰反応によってまともな連絡網

が作成されず，学級の保護者の連絡先が分からない。学

級懇談会やPTA行事が徒労感に溢れ形骸化しているた

め保護者が集まらない。学校行事の厳選化・簡素化の結

果，保護者が学校に関わる機会が減少している。こうし

た実態の改善が学校信頼に結びつくことを強調しておき

たい。

保護者相互をつなぐという視点が欠落することで，保

護者の「孤立化」が進んでしまう。保護者間ネットワー

クに参加している保護者は学校を信頼する傾向にある反

面，ネットワークから孤立している保護者は学校を信頼

しない。学校組織は，保護者がネットワークに参加しな

いことのリスクに目を向ける必要がある。保護者の孤立

化の要因として，転居・転校，仕事や時間の都合，経済

的理由等の様々な属性要因が指摘されている（Turney 

& Kao, 2008）。しかし，現代の保護者の孤立は，こう

した属性要因を理由とするのではなく，小・中学校時代

の学校経験に由来するという研究結果が報告されている

（三菱総合研究所， 2011）。つまり，小・中学校時代に友

達や教員と豊かな人間関係が築けずに成長した者が，大

人になっても人間関係をうまく構築できず，様々なネッ

トワークの恩恵に授かれないでいる実態が明らかにされ

ている。学校教育・学校経験の失敗が，保護者の孤立化

を生み，現代の学校を苦しめている姿が，この調査研究

によって描かれているのである。

第３は，経済的特性や家族構成特性による影響力の乏

しさである。校区の生活保護受給率や一人親家庭率等の

要因は，期待性・協力性・学校信頼とは，相関関係も認

められていない（巻末資料参照）。校区の経済的特性や

家族構成特性が厳しいからといって，保護者による学校

への関わり方も厳しくなるわけではない。本調査対象地

域に限定される知見ではあるが，校区の経済的特性や家

頼づくりは大変であるようにイメージできる。しかし，

本研究では，集合変数としての経済的理由や家族構成特

性の困難さが，保護者個々の学校信頼の態度にほとんど

影響を及ぼしていないことが示されている。校区におけ

るこうした困難さが存在したとしても，保護者が学校側

の努力と成果を知覚することで，また，保護者相互につ

ながりが形成されることで，克服可能であることが示唆

されている。

Ⅴ．考察
本研究の目的は，保護者の学校信頼における保護者

ネットワークの効果を明らかにすることであった。様々

な集団レベル変数及び保護者個人による学校への肯定的

な評価をコントロールしたモデルを設定し，分析を実施

したところ，下記の３点の知見が得られた。

第１は，統制変数についてであるが，学校信頼に対し

ては，日常的に相互作用によって形成される学校に対す

る肯定的評価の影響が強力であった。学校側の努力と成

果についての情報を保護者に対して提供しないことに

は，学校信頼の向上は困難である。学校側の努力と成果

が見えない場合，保護者は学校に対する期待感を低下さ

せ，協力的態度を縮減してしまう。本研究では，落ち着

いた学習環境，教員の高い指導力，着実な学校改善の３

点を指標として保護者による学校評価を捉えている。こ

れらの指標に関わる情報は，いずれも保護者にとっての

高需要情報であろう。少なくとも，これらに関する情報

を学校通信，学年・学級通信，HP，PTA行事，各種懇

談会，家庭訪問等の機会において保護者に提供し，理解

を得ることの重要性が示唆される。

第２は，保護者相互のつながりが，学校信頼に影響を

及ぼしている点である。保護者が，子どもの友達関係を

介した閉鎖的なネットワークに参加していること（世代

間閉鎖性）。子どもの教育のことで相談し合うような有

益な保護者ネットワークに参加していること。子どもの

友達・学級・学年関係という閉鎖的関係を超えて，地域

の様々な人々で構成される地域ネットワークに参加する

ことの効果が認められている。「信頼される学校づくり」

のためには，保護者相互をつなぎ，保護者と地域をつな

ぐことが重要であるという戦略的視点が，この調査結果

から示唆されている。
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限に制約されている。教育委員会側の調査主旨に合わな

い項目や，回答者からの苦情が予測される項目について

は，採集が困難となる。

さて，本研究では，保護者相互のつながりの構築が，

信頼される学校づくりにおいて効果的であることを示唆

している。次に，我々が検討すべき課題は，つながりを

構築する実践的方法である。この点については，学校組

織の努力だけでは達成困難である。特に地域ネットワー

クづくりの探究においては，社会教育分野はもちろん，

都市計画・地域づくり・町づくり等をテーマとして生成

されている研究成果を積極的に活用する姿勢が必要であ

る。

〔註〕
（１）  関係的信頼の要件である相互期待・協力とは，次

のような状況を示す。たとえば，保護者が学校（教

員）に対して子どもの基礎学力等を高める指導を期待

する。学校（教員）は保護者の期待に応えるために専

門的に妥当な方法で学習指導のための努力水準をあげ

るとともに，保護者には基本的生活習慣の形成等を期

待する。保護者は学校（教員）によって明示された期

待に応えるために家庭教育の努力水準を高めるととも

に，学校に対して協力的態度で関わり学校の教育活動

を支援する。このような関係的信頼の成立状況は，学

校・保護者の双方にとって魅力的なものである。

　　また，Bryk & Schneider（2002）は，契約的信頼

と関係的信頼の他にも，伝統的な地域社会において成

立していた「本質的信頼（organic trust）」の概念を

示している。これは，学校（教員）の社会的地位が高

く，保護者による教員の専門性への畏敬の念が強い状

況下において成立する。専門家である教員に一方的に

任せ，保護者は口出ししないことが信頼の姿であると

いう思考である。言うまでもなく，本質的信頼の考え

方は，コミュニティの現代化とともに，急速に衰えて

いる。

（２）平成23年１月実施。小学校は１・３・５学年，中

学校は１・２学年を対象。

（３）表２には，小学校の方が，中学校よりも協力性が

高いとする結果も示されている（学校段階；B＝.18, 

p＜.05）。

族構成特性は，保護者による学校信頼の直接的な原因で

はないのである。

しかし，校区の生活保護受給率や一人親家庭率は，世

代間閉鎖性・相談ネットワーク・学校行事参加との間に

負の相関関係を示している（巻末資料参照）。つまり，

これらの校区特性は，保護者間ネットワーク及び地域

ネットワークを阻害する作用を有している。そして，保

護者間ネットワークと地域ネットワークは，学校信頼に

対して直接影響を及ぼしていた。つまり，経済的・家族

構成的特性と学校信頼の関係は，保護者間ネットワーク

及び地域ネットワークによって媒介されている可能性が

強い。経済的に厳しい校区であっても，また，一人親家

庭が多い校区であっても，保護者相互及び保護者と地域

住民とのつながりが形成されていれば，学校信頼は維持・

向上できるのである。

Ⅵ．今後の課題と展望
最後に，今後の課題と展望について述べておく。

まず最初に指摘すべきは，サンプリングについての

課題である。本研究では，保護者サンプルについては

十分採取できているが，学校サンプルが17校と少ない。

Sampson, Morenoff, & Gannnon-Rowley（2002）では，

犯罪学における近隣効果（neighborhood effects）にお

いてマルチレベル分析を使用している研究をレビューし

ているが，地域集団の最小サンプル数は20である。本

研究は，計量的モノグラフという立場をとることで，限

定的なサンプリングにより，当該地域において有用な知

見を生成することをねらいとしている。また，課題を抱

える集団レベル変数は，分析モデルの設定において統制

要因として位置づけている。しかし，集団サンプルの少

なさは統計分析の結果に疑義を生じさせる。そこで，今

後は，近隣地域の教育委員会に協力を求めることで，サ

ンプルを拡大する方向で研究を進めたい（現在，A市の

隣接市に打診し，調査実施の検討を進めている）。

20を超える学校で保護者調査を実施するためには，

教育委員会や教育関連団体との共同研究が必要となる。

本研究も教育委員会との共同研究であるが，そこで生じ

るのが，調査項目設定の限界である。本調査では，保護

者の個人属性データが採取できていない。また，転居・

転校の情報も収集できていない。質問項目数も必要最小
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